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資本主義下の流通と国家(I)
加藤義忠
(2) 独占資本主義下の流通と国家
① 独占段階の流通と国家
本稿(Il)において，独占資本主義の一般的な性格づけと国家の経済への介
入の本格化ないし全面化について考察した。そこで，焦点をしぽり，つぎに
独占資本主義下における流通と国家のかかわりについてより具体的に分析し
よう。独占段階における流涌過程と国家機構の関係の緊密化，換言すれば国
家の流通への介入の本格化とその強化について検討するのにさきだち，独占
資本の自主的運動に主導されて生じた独占段階における流通過程の一般的な
変化について，若干の規定づけをおこなっておこう。
資本主義が自由競争段階から独占段階へと移行するのにともなって，流通
過程においても，生産過程における独占資本の出瑛という質的変化に基本的
に規定されながら，資本主義的生産関係という基底的枠組み内でいわば段階
を画するような大きな質的変化が生じた。資本それ自体の自己矛盾いいかえ
れば資本の運動上の制約にたいして資本主義的生産圏係の枠内で当面対処す
るために，資本の本性的展開として独占資本が出現するわけであるが，この
独占資本にとって独占利潤の追求上，従前の自由競争段階において商品流通
を中心的に媒介していた商業資本の存立が一般的に可能であるにもかかわら
ず，その自立的存立が邪廓になり利益にならないので， 実質的意味におい
て，その存立が外的強制的に制限ないし否定され，それにかわって独占的産
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業資本が実質的に直接無媒介に市場に進出し，マーケティングを駆使してそ
の市場を獲得・支配しながら商品価値の実現機能を主として遂行するにいた
る。この傾向は一般に商業資本の排除とよばれているものであるが，その排
除の具体的形態としては基本的に2つのものがある。 1つは，独占的産業資
本による直接販売であり，もう 1つは独占的産業資本が既存の中小商業資本
の存立を形式的に認めながら，それを実質的に管理統制しようとする商業系
列化である。
かくのごとく，独占資本主義下の流通過程においては，かつてのように自
立的商業資本によって商品価値の実現機能が社会的集中的に代位されるので
はなく，独占的産業資本が生産にひきつづいてみずから商品販売をおこなう
というかたち，すなわち企業内でのいわば個別的分業というかたちで，実質
的意味において直接無媒介的に価値実現機能が担当されるのである。 そし
て，この形態が商品流通形態のもっとも支配的なものになっているといって
よいが，さらにこれを補完する位置にあるのが独占的商業資本による商品流
通の媒介的な担当形態である。独占的商業資本いいかえれば商業独占は，自
由競争下の商業資本の売買競争のなかから生成した大規模商業資本を基礎と
して出現したものであるが， この商業独占も市場において自由競争を制限
し，マーケティングの行使をとうして市場を獲得・支配しつつ商品価値の実
現機能を媒介的に遂行する。なお，これら 2つの主要な商品流通の担当形態
以外にも，実際的には中小零細商業がそれらの周辺に位置し，それらに従属
せしめられながら商品流通の一部を担当している。
ともあれ， 2つの主要な商品流通の担当形態には，流通を独占的に支配・
統制し，それをとうして独占利潤を極大化しようとする独占的形態をとった
資本の本性が1本の赤い糸のようにつらぬかれているといってよいが，しか
しこれを推進せしめた基底的要因ないし背景として，生産力と生産開係の対
立としての資本主義の基本的矛盾のいっそうの先鋭化が存在する点にも留意
されなければならない。別言すれば，上記の 2つの商品流通の担当形態は， ’ 
資本主義の基本的矛盾の深化の具体的表硯としての生産と消費の矛盾の激化
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にたいする流通での資本主義的対応として，支配的資本としての独占資本に
よって採用されたものである。したがって，そこには独占資本が自己の利益
を優先的に確保しようとする意図がすけてみえてくる。いうまでもなく，こ
の形態の採用によって，独占資本の流通支配力は増強されることになるだろ
う。しかし，他面では同時にこの流通分野でも，資本そのものの存在基盤を
ほりくずす要因が必然的に形成せしめられることになる点を忘れてはならな
い。この点についてさらにいえば，この要因は， 1つは流通における社会化
のいっそうの進展という客体的条件の整備であり，もう 1つは流通労働者や
消費者や中小経営者の搾取・収奪を止揚しようとするかれらの情熱ならぴに
組織的な力量の増大という主体的条件の醸成である。
ところで，独占的産業資本や独占的商業資本は独占利潤のいっそうの増大
化のために，それ自休の部門内部であるいは相互に結合を強めるのはもちろ
んのこと，さらに独占的銀行資本をもくわえていわば三位一休の金融資本を
造出する。この金融資本の構築によって，たしかに流通の支配力は格別に強
められ，生産と消費の矛盾の激化，いわゆる市場問題の激化にたいする独占
資本の独自的対応ももっとも強化されよう。しかしながら，このような独占
資本による市場問題の激化への自力的な対応や同時に志向される市場支配な
いし統制には，個別性によって画される私的制限が存在する。そこで，この
個別的な私的対応の制約を克服するために，公的対応としての国家機関の流
(1) 
通への介入が本格的に追求されるにいたる。自由競争下での国家の流通の外
形的枠組み整備のための介入は資本総休の要請としてよびだされたのにたい
して，これを基礎とする独占段階での国家の流通への介入の本格化すなわち
流通活動の中味への国家の千渉は主として支配的資本としての独占資本によ
(1) E.T．グレサー は，この点についてつぎのように記述している。「市場システム
とそのサプ・システムは改府の政策や計画による介入を絶えず受け．そ．の介入は
拡大を続けている」 (E.T.Grether, Marketing and Public Policy, Prentice-
Hall, Inc., Englewood Cliffs, New Jersey, 1966, p.101.片岡一郎・松岡幸次
郎訳「マーケティングと政府規制」ダイヤモンド社， 1979年， 222~223ページ）。
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ってひきおこされるものであるから，当然のことながら国家の流通介入にお
いて，独占資本の利益が基本的には最優先されることになるけれども，資本
主義体制維持の立場から，非独占資本はもちろんのこと小商人や小商品生産
者，さらには労働者や消費者にたいしてもある程度の配慮がなされる。いず
れにせよ，国家の公共的対応の援助によって，独占資本は市場問題の激化を
一定程度緩和できるのみならず，そのなかで市場支配を強めることもできる
けれども，資本主義的枠組みのなかでの対応であるかぎり，それにはおのず
と限度があり，資本主義の基本的矛盾に根ざす市場問題そのものを解消する
ことはもちろん不可能である。それだけではない。国家の流通介入の一形態
としての国家市場の創出・拡大においては，逆にこれをめあてに生産が拡張
されるので，市場問題を激化せしめる要因もはらまれている。この点にも注
目しなければならない。この国家市場の創出・拡大等については，あとでも
う一度ふれよう。
如上のように，独占資本主義下の生産と消費の矛盾の深化いいかえれば市
場問題の激化やそこから派生する諸問題にたいして，まず独占資本は自主的
に流通支配をおこないながらそれに対応しようとするが，しかしこの対応に
は個別的な私的限界があり，それゆえにこの限界を突破するために，またこ
の生産と消費の矛盾の激化に根ざす独占と人民の矛盾や独占と非独占との矛
盾などを緩和し調整するために，全体的な公的対応としての国家的な対応が
要請されるにいたる。しかも，それは独占資本の利益を第一義的に考慮する
方向において要請されるのである。このような国家の本格的な流通への介入
いいかえれば国家の流通管理の拡充には，どのような諸形態があるのであろ
うか。ひきつづき，このことについて考察しよう。
② 国家の流通介入の諸形態
本稿(I)でみたように， 自由競争下の流通や商業への国家の政策的関与
は，私的所有にもとづく売買の自由という外的な形式的枠組みを保持した
り，あるいは流通過程の一般的な基盤を整備したりするのを主内容としてい
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た。しかも，このような特徴をもつ国家の流通への政策的関与をも包含する
国家の活動そのものが，流通やそれを主として担当する商業の活動の内容に
たいして，基本的にはつぎのような形態において二様の関係を若干とりむす
んでいたのである。国家は本来の公的な諸活動や公企業の経営をおこなうた
めに，一方では必要な商品やサービスを購入する買い手として市場に登場す
る。すなわち，国家は広義の国家市場を創出するのであるが，このさいに国
家は直接的に流通に関与する。また，国家は他方では公務員や公企業の労働
者へ給与を支払うが，この給与の支払いを媒介項として国家は間接的に流通
に関与する。それだけではない。公企業の産出する商品やサービスの販売に
おいて，国家は直接流通と関係する。
<a〉 国家による流通の外的形式面への介入
自由競争段階における国家と流通の関連は，上記のようにまとめることが
できるが，独占段階ではその関連はつぎのように変貌する。結論を先取りし
ていえば，独占段階に移行するのにつれて，国家の流通への介入の重点は従
前のように流通の形式面やその一般的基盤を整備することから，しだいに流
通活動の内容面に干渉することへ移っていった。だが，このようにいったか
らといって，このことは売買の自由という流通の形式面の保持やその一般的
基盤の充実が国家の流通管理の仕事として必要でなくなったということをけ
っして意味するものではない。むしろ，このような資本主義的流通の枠組み
を維持するという側面での国家の役割は，以前の段階にくらべて絶対的には
大きくなったということができる。その理由はこうである。第1に，独占資
本の出現やその発展につれて，流通における売買や売買競争の自由は制限さ
れ，それはますます形骸化されるにいたるが，そうであればあるほど，国家
は私的所有に根ざす売買の自由という形式的枠組みを不可侵のものとして擁
護する体制維持機能を強めざるをえなくなるのにくわえて，売買での自由競
争という理念がなお実質的にも存続しているかのごとくに広く喧伝したり，
またその理念にてらして過度な行き過ぎた流通行動がとられる場合には，た
とえ独占資本の行動といえども，資本主義体制保存の立場からそれにたいし
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てある程度の公的規制をおこなうことを余儀なくされるからである。資本主
義体制の維持機能の強化の手段の軸となるものは，もちろん軍事カ・警察力
などの強力装置であるが，また売買での自由競争という理念の喧伝のために
は国家の情報操作力能が動員される。そしてまた，資本総体あるいは独占総
体からみて度をこした流通活動にたいしては一定の法的制裁がくわえられ，
それが適度な範囲内に規制されるが，この代表例として独占禁止法をあげる
ことができる。ここに，この独占禁止法の性格について多少補足的説明をさ
しはさんでおこう。 • 
資本主義下の法は一般に現存の秩序を維持することを基本的目的とするも
のであるといってよいが，この基本的性格は経済関係諸法のなかにもつらぬ
かれている。 このことは， ここでとりあげる独占禁止法についても通用す
る。この独占禁止法は独占の行き過ぎた目にあまる行為，たとえば共謀や不
公正取引などを一定程度規制する側面を有するけれども，独占の存在そのも
のを否定すれば，資本主義そのものの存立基盤をほりくずすことになりかね
ないので，そのことはおこなわず，基本的には資本主義体制を維持する役割
をはたしている。しかも，この独占禁止法それ自体は売買における自由競争
(2) 
という理念の喧伝に一役かっている。かくのような基本的性格をもつ独占禁
止法は，たしかに独占資本の個々的立場からみれば，利益とはならない部分
もあるだろうが，しかし資本主義体制の維持をも共通の利益とする独占総体
の立場にたてば，独占禁止法の定めによって「相互間の競争を一定の限度の
(3) 
なかにおさめることが相互に利益」になるという点があることにも注意しな
ければならない。 なお， この独占禁止法の問題については， のちほど本稿
(2) 岡田裕之氏は， このことについてつぎのようにいわれている。独占禁止法は
「寡占セクターの支配する硯代経済を事実において承認し，維持しながら，しか
もそれを自由競争ないし完全競争を理想とする自由，平等，私有の古典的な市民
社会へ回帰する経済社会として描き出す立法である」（「現代流通と国家」森下二
次也監修「講座・現代日本の流通経済」第1巻，大月書店， 1983年， 91ペー ジ）。
(3) 糸園辰雄「商業政策の本質」糸園辰雄・加藤義忠・小谷正守・鈴木武「硯代商
業の理論と政策」同文館， 1979年， 160ペー ジ。
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(N)の独占資本のマーケティング活動にたいする法的規制等について論及す
る箇所において，再度言及する機会があろう。
第2に，資本主義の発達につれて生産能力は上昇し，これに基本的に規定
されて，しかも流通における固有の技術の展開や消費サイドの要請などに促
進されながら，流通能力も一般には上昇の傾向をしめすが，このような状況
下において，流通能力の上昇を促進せしめるために，独占段階の国家も個々
の資本のもとでは十分にはたせないような流通の一般的基盤の整備を従前の
自由競争下の国家における以上におしすすめるからである。しかも，国家は
独占資本の利益を優先的に考える立場から，それをおこなう。それゆえに，
国家のこの面での活動は，同時に他面では流通や商業活動の中味にも関与す
る。ともあれ，ここでは国家は商品流通と密接に罠連し，それを促進せしめ
る効果をも発揮するいわゆる物的流通の体制を整備したり，また流通団地形
(4) 
成などを誘導したり，さらに都市開発や都市再開発あるいは都市施設の充実
を主導し，商業立地の基盤を整備したりする。なお，このなかの物流体制整
備の具休的事例を第2次世界大戦後の日本の高度経済成長期より採用された
流通近代化・システム化政策のなかの施策の1つにみることができるが，こ
の点については本稿(N)の最後の箇所で論及する予定なので，ここでは都市
開発や都市再開発が商業活動の基盤整備にはたす役割について，主に柏尾昌
哉氏の研究に依拠しながら若干ふえんしよう。
日本において，戦後の高度経済成長の終盤期の1968年に制定された都市計
画法は名目的には都市機能の低下を回復し，計画都市を形成することを目的
とするものである。そして，この目的はある程度実現されたことは否定でき
ない事実であろうが，しかし同時にこの都市計画法のはたした内実面での役
(4) 都市施設等の社会的共同消費手段の充実もまた一般的な流通基盤の整備にもな
るという経緯について，宮本憲一氏は下記のように指摘されている。「社会的共
同消費は住民の欲望を満足させるだけでなく， 都市に所在する産業・土建・観
光・商業資本などの産業基盤であり，地主にとっても地価を上昇させる致富の源
泉でもある」（「硯代資本主義と国家」岩波書店， 1981年， 133ペー ジ）。
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割は「施行にともなう開発諸活動を大資本に集中し，巨大な開発市場を提供
するとともに，流通活動においても，大資本商業の主体的活動を計画で位置
(5) 
づけ，商業大型化路線を確立したのである」といってよい。具体的にみてみ
よう。新都市の計画的開発においては，大規模小売商業資本とくに巨大スー
パーマーケット企業の店舗がいつも核店舗として位置づけられている。まさ
(6) 
に，「帝国主義国家は商業独占に有利な土地を獲得させる」のである。した
がって，ここで活動する「商業とくに小売商業は，近隣商業地域あるいは商
業地域だけに集中されることになり，整備され拡大された商圏のなかで大資
本商業はきわめて有利な活動が展開できるが，消費者に近隣することを最大
の武器とする中小小売店は住居専用地域から閉めだされ，大きく存立基盤を
(7) 
失なうことになる」。他方， 過密化した都心部の機能回復と同時にその高度
利用をめざす都市再開発においては， この再開発の過程が， 「確実に大資本
(8) 
商業の拡張や進出が具体化する過程」とみごとに符節を合している点が特徴
的である。たとえば，「都心部やクーミナル地点の再開発は， 過密部分を高
層化し立休化することによっていっきょに延べ面積を拡大し，土地，ビル，
駐車場などの既得権益をもつ百貨店や私鉄大資本が重要地域の独占的支配を
強化し，あるいは新たな大資本商業が主要地点に侵出し，逐次中小商業者を
(9) 
圧迫する」。
付言すれば，上述のような流通過程の一般的基盤の拡充をおこなう場合に
国家が採用する手段は，基本的には3つある。 1つは法律の制定やその運用
であり，もう 1 つは金融•財政的措置をこうじることであり， 3 つめは行政
(5) 柏尾昌哉「都市政策と流通放策」森下二次也監修， 前掲講座， 第4巻， 1984 
年， 212ペー ジ。
(6) G. Fabiunke, P. Hofmann und K. -H. Uhlig, Der Binnenhandel im 
staatsmonopolistischen Kapitalismus der BRD, Verlag Die Wirtschaft, 
Berlin, 1972, S. 68.（鈴木武監訳「現代資本主義の商業構造」ミネルヴァ書房，
1978年， 77ペー ジ）。
(7) 柏尾昌哉，前掲論文， 212ペー ジ。
(8)(9) 同上論文， 213ペー ジ
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指導をおこなうことである。これらの諸手段はすでに本稿(]I)で記したよう
に，自由競争下において採用されていたものではあるが，独占段階において
は 2 つめの金融•財政的手段がより重要性を高め，しかもこれを軸としなが
ら， 3つの手段が有機的に関連づけられて行使されている点に特色がある。
なお，このことは後述する国家による流通活動の内面への介入のさいの諸手
段においても，基本的にあてはまる。
如上のごとく，国家は流通における売買の自由という形式をより強力に維
持したり，流通の一般的基盤を拡充したりするが，しかし他面では国家によ
っておこなわれる売買の自由という形式面の維持においては，その形式と流
通の独占ないし支配の進行という実態の矛盾が大きくなり，また流通の一般
的基盤の拡充においては大企業ないし独占企業と中小零細企業や労働者や消
費者との対立が拡大するだけでなく，基底的部分では流通の社会化と分配の
私的性格との矛盾も拡大する。
＜b> 国家による流通の内的活動面への介入
以上でのべたように，独占段階の国家も流通における売買の自由という形
式的枠組みを保持したり，また流通において共通に利用される一般的な流通
基盤の整備をおこなったりするが，しかも従前の自由競争段階の国家のそれ
にくらべて，量的に拡充したというだけではなく，それは独占資本の利益を
最優先しながらなされるので，同時に他方では流通過程の内面や商業活動の
中味にも千渉する側面がいっそう大きくなっているということができよう。
さて，そこでつぎに独占段階の国家の流通管理の特質ともいいうる流通の
内容面への介入の比重増大，いいかえれば国家の流通介入の本格化の検討に
論をすすめることにしよう。この検討にたちむかうまえに，つぎのこ．とを注
記しておきたい。以下の考察では，国家の流通の内容面への介入の強化に焦
点があてられるが， この種の介入の強化の結果としてあとで詳述するよう
に，とりわけ独占資本の支配が補強され，その利益がまず優先される。そし
て，これはたしかに一方では支配的資本としての独占資本の強化をとうして
資本主義体制の保存に役立つけれども，同時に他方では資本主義の基本的矛
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盾を深化せしめる要因を造出し，資本主義体制の止揚を準備する。それだけ
ではない。この国家の流通の内容面への介入の強化は，主として資本なかで
も独占資本の活動を補強するものではあるが，しかし同時に他面ではそれ自
体の機能の1つとして既述の流通の一般的基盤を整備するのにくわえて，資
本主義休制を維持し売買の自由という形式を擁護する効果をも発揮する。だ
が，この種の機能も生産力や流通力の発達に対応する側面をもつが，主要に
は資本主義の基本的矛盾にもとづく様々な具体的諸矛盾をやわらげ，相互間
の対立を資本主義の枠内で調整することをめざすものであるから，その基本
的矛盾は根本的に解決されたことにはならず，むしろ一時的に拡散されたに
すぎないといってよい。 しかし， 当面拡散された矛盾もいつかまた蓄積さ
れ，より大きくなるであろうから，この機能においても同時に他面では資本
主義体制を止揚する要因が醸成される。要するに，国家の流通内容への介入
の強化は，資本とくに独占資本の流通支配を補強する効果を創出するのみな
らず，この流通支配の補強をとうしてあるいは独自の国家機能に媒介されて
資本主義休制を保存し，売買の自由という流通の形式を維持したり，場合に
よっては流通の一般的基盤を拡充したりする効果をも発揮する。しかし，そ
の内部では資本の支配をくつがえすための賭条件が確実に形成され，それが
少しづつ蓄積されつつある点にも注目しなければならない。かくのごとき経
緯は，上記の国家による流通の自由という形式面の保持や一般的な流通基盤
の整備というような流通の外形面への国家の管理が，他方では同時に流通の
内容面への関与にもなるという経緯が逆のかたちであらわれたものといって
よいであろう。
〔イ〕 市場問題激化への国家介入
ところで，独占資本主義下の国家の流通過程の内的活動面への介入のなか
でもっとも基底的な形態は，国家が主として商品などの買い手になったりし
て，場合によっては商品やサービスの売り手になって商品流通領域に直接的
に介入し， それをとりわけ独占資本の利益にそうように管理する形態であ
30(370) 第 29巻第 4 号
る。本稿(I)でのべたように，国家市場を軸とする国家による，あるいは国
家をとうしての市場の形成・拡大は自由競争下の国家によってもなされたも
のではあるが，独占資本主義下ではそれは資本主義の基本的矛盾の具体的表
現としての生産と消費の矛盾の激化に直面して，資本なかんずく独占資本に
よっていっそう強く要請されるにいたっている。このような生産と消費の矛
盾の深化，換言すれば市場問題の激化にたいする国家介入の論理について
は，すでに若千のべたけれども，ここではさらにたちいって検討しよう。
独占資本は生産と消費の矛盾の激化すなわちいわゆる市場問題の激化にた
いして，基本的には二様の対応をおこなう。より基礎的な対応形態は，独占
資本がみずからの力能にもとづいて硯存の市場内部において，その市場を開
拓し，深耕することによって市場を内包的に拡大しつつ支配し，そのなかで
市場の分け前すなわち市場占拠率をめぐって競争するというものである。す
なわち，これは，市場の創出と獲得・支配のための管理と行動としてのマー
グティング活動を展開することによって独占商品の価値実現を優先的に達成
し，市場問題の激化に対応しようとする方式である。ここにおいては，一般
的にみれば，独占資本は相互間でもっとも操作しやすい価格面では基本的に
協調して，相互間の競争で破壊的影響をおよぼすおそれのある価格競争を制
限し，同時に高利潤の取得をも可能とする独占価格を設定するが，その他の
限定された領域たとえば製品面や流通経路面や販売促進面では激烈な独占間
競争をおこなうのをつねとする。しかも，この方式の対応においては協調に
よってかあるいは単独でかをとわず，独占資本はそれを他力にたよらずに自
カでおこなう点が特徴的である。
ところが，このような独占資本の自力での対応には，市場問題やその深化
への対応としては私的な限界がある。そこで，この限界を克服するものとし
て独占資本によって要請されるのが，つぎの形態である。すなわち，それは
独占資本が公的な国家の力能に期待し，国家を媒介として市場問題の激化に
対応するかたちである。ここにおいて，国家機構はとくに独占資本の利潤率
資本主義下の流通と国家(fil)（加藤） (371)31 
(10) 
低落の抑止に寄与する立場から，一方では国内市場において，みずから国家
市場を形成し，それを増大せしめたり，また民間市場の開発・深耕を手助け
したりして，国民総生産すなわち総価値の範囲内で可能的需要を硯実的需要
に転化し，国内市場を絶対的に拡大する。他方では，国家機構はこの国内市
場の外部に存在する海外市場において，軍事力に主としてささえられながら
自国の支配領域を地理的に拡大し，それによって自国の資本とりわけ独占資
本にとって潜在的な可能的市場にすぎなかった市場を顕在的な現実的市場に
転換したり，またその内部での市場のいっそうの開拓・深耕を援助する。
いずれにせよ，このような国家を媒介とする国内外市場の外延的かつ内包
的な拡大において， 独占資本のみならず資本一般は基本的に利害が一致す
る。したがって，この共通の利害を背景としつつ，独占資本主義下の支配的
資本としての独占資本や金融資本はさらに前記のような独自の利益追求のた
めにも，自己の外部にある他力としての国家機構にたいして市場の絶対的拡
大への支援を主導的に要請するのである。この国家による市場の絶対的な拡
大によって，資本主義の基本的矛盾に根ざす市場問題はある程度綬和される
とはいえ，しかしそれが完全に解決されることにならないのはいうまでもな
い。すなわち， 「独占のための国家機構による有効需要創出政策も，資本主
義的再生産の周期的動揺したがってまた市場問題を完全に除去することはで
きない。それどころか，体制的な収奪機構としての性格を強めている国家独
占体制のもとでは，いわゆる自動安定装置の定着による不公平な所得分配の
推進やインフレーションの恒常化などによって，かえって生産と消費の矛盾
(11) 
をいっそう累積する」。
(10) 小松善雄氏は，市場問題の激化を緩和するために，市場拡大機能の発動を国家
に要請する独占資本サイドの決定的契機として，利潤率の傾向的低下とそれを阻
止するための個別的な対応における特殊的困難性あるいは制約性を指摘されてい
る。「国家介入， 国家が追加購買力を投入して総需要と総供給のギャップを解消
させようとする財政的・金融的統制の出動の決定的契機は，金融・独占資本，コ
ンツェルンの利澗率の低下の継続的低下とその回復の特殊的困難にもとめられ
る」（「国家独占資本主義の基礎構造」合同出版， 1982年， 271ペー ジ）。
(11) 鈴木武「生産構造の変化と独占的市場構造」糸園他著，前掲書， 82ペー ジ。
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ところで，森下二次也氏は市場問題への独占資本の対応について，下記の
ようにのべられている。「独占資本は……市場問題にたいしておよそ二様に
対応する。第一の対応は国家機構による，あるいは国家機構を通じてする市
場の絶対的拡大である。これはさらに二つの方向にわかれる。その一つは世
界領土の再分割による外延的拡大であり，直接戦争に結ぴつく。その二は内
外既存市場の開発・深化による内包的拡大である。たとえば公共投資あるい
は後進国開発など。この後者は直接戦争に結ぴつかないが，もとより無緑で
はない。国家自らが市場となる軍需生産は，国内市場の人為的創出のもっと
も基本的な槙杯である。いずれにしても， この第一の対応のめざすところ
は，全休としての市場の絶対的な拡大であり，そのかぎりで，すくなくとも
可能的には，すべての資本の利害は一致する。この対応が最初から国家機構
と結びついているのもそのためであるといえる。独占資本の市場問題にたい
する第二の対応は全体として与えられた一定の市場内部における，そのわけ
前の争奪である。それは独占資本と非独占資本．独占資本ないし独占休相互
間の，市場占拠率をめぐっての競争として展開される。そこには部分的な利
害の一致はありえても，すべての資本を通じての利害の一致はもはや存在し
えない。諸資本は相互に敵対し，それぞれ自己の市場占拠率をたかめようと
して，死力をつくして争う。そのためにいろいろの手段が導入され結集され
る。たとえば価格政策，製品政策，経路政策，広告その他の販売促進政策な
ど，すべてこれに属する。このようなもろもろの手段をもってする独占資本
(12) 
の市場問題へのこの第二の対応こそ，……マーケティングにほかならない」。
重要な箇所なので，長きをいとわず引用したが，森下氏が如上のごとく独
占資本の市場問題への対応を 2つの形態に分けられている点ならぴにそれぞ
れについて把握されている内容にかんしては，基本的に同感である。だが，
マーケティングの理解にかかわってまず若千の疑義がある。氏はマーケティ
ングを独占資本が一定の与えられた市場内で市場を争奪しそれを支配する行
(12) 森下二次也「独占とマー ケティング」「硯代資本主義の研究」（豊崎稔先生還暦
記念論文集）日本評論新社， 1962年， 155~156ペー ジ。
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動としてのみ把握されているが，さらに独占資本の展開するマーケティング
活動によっても市場そのものが内包的に深耕され，市場が絶対的に創出・拡
大されるのではなかろうか。市場が絶対的に拡大されるといっても，これに
はもちろん国民総生産いいかえれば価値総額という限界がある。より正確に
いえば，市場の絶対的創出とは可能的な需要を現実的な需要に転化せしめる
ことであり，将来の所得を先取りする場合でも，長期的にみれば，全体として
価値総額をこえて市場を創出することはできない。なお，これは国家による
市場創出の場合でもそうである。ともあれ，氏においては，このマーケティ
ングによる市場創出・拡大効果の側面を看過されている点に不十分性が存在
するように思われる。このように若干の不十分さがあるとはいえ，氏のマー
ケティングそれ自体の内容理解は基本的に正しいものであるといってよい。
ところが，二様の対応形態の論理的関連について，氏は私とちがって，マ
ーケティング活動を展開することによる市場問題やその深化への独占資本の
自力的な対応を基礎的なものとして位置づけ，そのうえにこの自力的対応の
制約をうちゃぶるより高次な対応として国家を介した他力依存的対応をおく
のではなくて，つぎのようにとらえられている。「概していえば第一の対応，
とくに世界領土の再分割による外延的拡大が奏功し，市場が全体として急速
に発展しつつある場合には，第二の対応は自ら等閑視される。反対に第一の
対応が困難な事情のもとにおいては，重点は第二の対応におかれざるをえな
い。もちろんこの両者の対応がもっぱら期互に排除しあう襲係にあるという
わけではない。 それらは共存し， 結合することができる。 というよりは，
……発達した独占の段階では第一の対応，とくに既存市場の国家的開発と，
第二の対応とは必然的に結合するにいたる。しかしマーケティング成立の当
初においてはなお結合の関係よりはむしろ排除の関係が支配的であったとい
わなければならない。マーケティングがいちはやくアメリカに生成した事実
(13) 
も基本的にはこのことに関連しているといってよいであろう」。みられるよ
(13) 同上論文， 156~157ペー ジ。
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うに，森下氏は市場問題にたいする独占資本の二様の対応，すなわちマーケ
ティング活動の展開による自主的対応と国家を媒介とする依存的対応につい
て，前者を基礎とし，その限界を止揚するものとして後者が要請され，しか
も両者は同時に並存するより高次の局面では相互に依存し侵透しあい，場合
によっては多かれ少なかれ否定的な作用をおよぽしながらも結合して市場問
題にとりくむようになるという論理的連関において把握されておらず， 2つ
の対応の形態を同一の論理次元にあるものとして位置づけられ，しかもその
うちいずれの対応が採用ないし重視されるのかという問題は必然的な事柄と
してではなく，独占資本のいわば恣意的な選択の問題にすぎないかのように
取扱われている。なお，このような考え方は，私のように独占の自主的対応
をまず説き，そのあとで国家を介する間接的対応を論じるという論述方式を
とらず，逆の順番で説明されている上記のような氏の説明方式にも硯出して
いる。いずれにせよ，氏のような考え方では，両者の対応の論理的連関性が
正しくつかめなくなるのは明らかであろう。それだけではない。資本主義経
済の発達の特殊性に規定されて，独占資本主義諸国における両者の対応形態
の関連は現象的にはもちろん区々的であろうが， しかし独占資本主義がもっ
とも純化されたかたちで発達したアメリカにおいては，独占の自主的対応か
ら国家を媒介とする依存的対応へと具体的に展開した経緯に代表的にあらわ
れているように，発生史的にも両者の対応形態は論理的展開と一致するし，
また日本のように資本主義化の時期や方式の特殊性のゆえに，国家を媒介と
する対応が前面に大きく現出する場合でも，その基礎には独占の自主的対応
の意欲や若干の行動があったように思われる。ともあれ，アメリカでいちは
やくマーケティング活動が生成した事実は，市場問題への独占資本の自主的
対応が国家を介する依存的対応のまえに発生的・論理的に位置づけられるべ
きであることを物語るものである。
以上において，いわゆる市場問題の激化にたいする国家介入の論理につい
て，森下氏の所説にもふれながら説明をくわえた。そこでつぎに，国家によ
る市場創出の具体的なかたちについて考察することにしよう。まず，国家に
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よる国内市場創出のなかで中心的位置をしめている国家市場の創出からのベ
よう。
〔口］ 国家による市場創出の形態
国家自身が直接に買い手となる独占資本主義下の国家市場は国内市場全体
(14) 
のなかで重要な意味をもっているが，それは財源のちがいによって，基本的
には税収入を基礎とする本来的な国家市場と公債によって調達した国家資金
による追加的な国家市場の 2つに分けることもできる。ともあれ，この国家
市場は公的権力としての国家の固有の諸活動をおこなうために必要な施設・
設備やその他の消耗物資の購買によって構成されている。たとえば，それは
軍事的あるいは警察的な侵略や抑圧を主目的とする強力装置であったり，非
軍事的な公共的な市民サービス提供の施設・設備などであったりする。この
公共的な市民サービス提供の施設・設備のなかには，公的事務担当のための
ものだけではなく，公共住宅や公共の教育・医療・レジャー等の社会的共同
消費手段や道路や港湾などの社会的共同生産・流通手段もふくまれている。
かくのような固有の国家市場は，自由競争段階においてすでに形成されてい
たものではあるが，独占段階においては生産力のさらなる上昇ならびにそれ
と資本主義的生産関係の矛盾の拡大すなわち市場問題の深化や資本と労働の
対立の先鋭化，場合によっては国際間の対立の激化などに対応して，それは
さらに巨大化し，しかもそれをとうしてなされる国家の流通管理能力いいか
(15) 
えれば国家による「需要と供給の『計画』的統制」の可能性も，格段に大き
(14) E. T．グレサーは，この国家市場の重要性と同時に私的企業や市場システムに
たいしてあたえるその影響の大きさについて， 下記のように指摘されている。
「連邦・州・地方の各政府による調達は，今日では，生産およびマーケティング
全体の中でかなりの部分を占めるに至っているので，調達の行なわれ方は，多数
の私的企業に，しばしば戦略的影響を及ぽし，また事実，市場システムの全般的
機能にも影態を与えている。大部分の政府購入，とくに主要商品および比較的普
及の行き届いた製品の購入は，私的供給部門から行なうのにちょうどよいものと
なっている」 (E.T.Grether, op. cit., p.17. 前掲訳， ~6~37ページ）。
(15) 小松善雄，前掲書， 178ペー ジ。
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くなっているといってよい。固有の国家市場のなかで，社会的共同消費手段
(16) 
の建設は「当該分野の民間資本の私的利益と衝突するため制約が加えられ」，
また社会的共同生産・流通手段の整備は「かかる衝突なしに生産力発展に寄
与する点で独占資本にとって有利であるが，性質上それらの充足にともない
(17) 
拡大は制限される」。これにたいして，「軍需品は完全な浪費であるため，そ
の市場は国家政策に応じて容易に拡大しうるうえ，民間資本の私的利害を損
うことなしにもっばら関連諸部門の独占資本に広大で有利な市場を提供する
という機能を果たす。この意味で軍需は独占資本主義に固有の厖大な過剰資
本・過剰労働力を吸収する上に，もっとも『理想的・合理的』な市場といえ
(18) 
る」。みられるように， その拡大が独占資本にとって有利で安定的な意味を
もつ軍事市場は国家市場のなかで中軸的な位置をしめているということがで
きるが，この状態は第1次と第2次の世界大戦下においてはもちろんのこ
と，第2次大戦後においても依然としてつづき，構造的に定着している。
さて，この軍事市場はいかなる特質をもっているであろうか。それは 3点
にまとめることができる。第1に，軍事用品の主要な部分は国家によって注
文されて生産される商品であるので，民間の巨大生産設備などの販売と類似
して，生産者とりわけ大規模生産者は売れのこりや貸し倒れの危険から解放
されている。「『商品から貨幣への命がけの飛躍』という『市場目あての生
産』につきものの困難を免れていることは， 『国庫目あての生産』の企業に／
(19) 
とっての大きな利点をなす」。第2に， 殺害カ・破壊力が最優先されるとい
う軍事用品の特性上，この生産では殺害・破壊性能をめぐって不断に技術革
新競争がくりひろげられるばかりか，さらに軍事技術の競争においては経済
性がほとんど無視されるので，価格もそれほど重要視されない。かりに「製
造原価が契約時の見積もりコストを超過する（コスト・オーバーラン）とき
でも，政府によって納品が拒絶される恐れなどはまずないし，それどころか
(16) (17) (18) 北原勇 r独占資本主義の理論」有斐閣， 1977年， 397ペー ジ。
(19) (20)．坂井昭夫「アメリカの軍事生産に関する一分析」「商学論集」第28巻第6
号． 1984年， 83ペー ジ。
資本主義下の流通と国家(I[)（加藤） (377)37 
主要な新兵器体系に関しては，国家が受注企業の実支出額を全額補填した上
(20) 
に一定額の利潤を保障してやる方式の契約がずっとまかり通ってきている」。
第3に，軍事用品は戦争という不生産的行為のためにのみ消費され，しかも
再生産過程の外部で消費されるものであるので，それ自体としては生産力拡
(21) 
大に寄与せず， 「資本主義の成長にとって全体としてはマイナス」である。
国家の経済管理活動における生産力促進活動を別とすれば，このような不生
産的でかつ再生産外的活動という性格は他の政府活動にも多かれ少なかれ存
(22) 
在するが，軍事用品においてはそれが純粋にあらわれている。とはいえ，こ
のことは軍事用品を生産する技術が国家の授助によって進歩し，＇しかもそれ
(23) 
が民間用品の生産に転用され，その結果として社会的「生産力の発展に寄与
(21) 島恭彦「硯代の国家と財政の理論」三一書房， 1960年， 158ペー ジ。
(22) 政府部門のなかには，使用価値と価値をもつ商品やサービスを産出したり，ま
た国民経済の生産力の向上に役立ったりする部分もあるけれども，その主要な部
分は生産部門で作られた生産物を消費するにすぎない不生産的なものであるとい
うことについて，島恭彦氏はつぎのように主張されている。「政府部門の役割が，
いかに必要かつ有用であっても，またそれが国民経済の生産力をたかめる側面を
もっているとしても，いぜんとして国民経済のつくりだした価値物を消費する側
面がきわめて明確であることを認めねばならない」（「財政学概論」岩波書店，
1963年， 25~26ペー ジ）。
(23) 大企業の主として軍事技術むけに支出される政府研究開発費やこれによって開
発された技術の民間生産への転用等の関係について，坂井昭夫氏は下記のように
的確にのべられている。「大企業が主として軍事技術向けに支出される政府研究
開発費の獲得に血眼になったのは，政府資金による研究開発であれば政府がリス
ク負担を引き受けてくれるし，おまけに開発に成功した技術を特許として排他的
に占有することができたり，その技術を用いてつくられる製品を政府によって購
入してもらえたりするという好条件がそろっていたからであった。だが，それだ
けではなかった。大戦中に開発された原爆，レーダー，自動発射指揮システム等
が戦後の原子力やコンビューター，エレクトロニクス等の発展を先導した事実か
ら知られるように，軍事技術は一般産業技術への波及効果を内包している。この
公金を使用して開発される先端軍事技術を民需生産に転用しうる見込みが，大企
業の国防契約への関心をいよいよ高めてきたのだ，とみるべきである。大企業の
うちで販売高の過半を軍需に依存しているのは航空・宇宙閲連メーカーだけだと
38(378) 第 29巻第 4 号
(24) 
する」という側面が存在することを否定するものではない。ともあれ，上記
のような 3つの特質を有する軍事市場では大量殺害性能が第一義的に評価さ
れる軍事用品が取引され，しかもその取引では政府との結びつきが重要な意
味をもつので，その市場は「独占資本の支配する軍需産業に集中していく傾
f: (25) 
向」をしめし，巨大な軍事独占に安定的な独占的高利潤を保証する一大装置
(26) 
となっている。それだけではない。軍事用品の「受注企業には国有工場の使
用，戦略物資や不足物資の優先的取得，税制上の優遇等の諸特典も与えられ
てきた。さらに，政府によって生産の連続性を保障してもらえるし，かりに
販売高の低下や金融的困難が生じたとしても，緊急融資，新規発注，海外市
(27) 
場開拓の努力等の形式での政府の助力を期待できる」。 なお， 軍事市場をめ
ぐる軍事独占企業のマーケティング活動については，のちほど少したちいっ
て分析しよう。
ところで，上記のような具体的形態をとる国家市場は資本にとっては，未
知の不確実な商品市場一ーもっとも，私的独占の出硯以来，この不確実な側
面が制御の対象とされる傾向をしめすようになってはいるが―とはいえ
ず，主要には国家の発注となかんずく独占資本の受注によって性格づけられ
して，他業種では軍需は特別の意味をもってこなかったかに言う議論があるが，
事はそれほど単純ではない。航空•宇宙関係以外の大企業でも，民需領域で技術
革新の実をあげ超過利澗を手に入れようとすれば，政府の研究開発契約の獲得に
躍起にならざるをえず，そのためにも自らのうちに軍事部門を併設する必要があ
ったのであり，事実，そうした行動に支えられてはじめてアメリカの大企業は軍
事部門ばかりかハイテクノロジー産業全体にわたって，国内外で独占的地位を確
立することができたのであった」（前掲論文， 88~89ペー ジ）。
(24) 宮本憲一，前掲書， 123ペー ジ。
(25) 島恭彦「軍事費」岩波新書， 1966年， 16ペー ジ。
(26) しかも，軍事費の浪費性やそれにむらがる大企業の私利追求の実相は国防とい
う大義名分によっておおいかくされている点について，宮本氏は下記のようにい
われている。すなわち「軍事費とくに戦費は資源の浪費であるにもかかわらず，
国防というもっとも公共性の高いものとみられがちであって，巨大独占体の私利
の追求をかくすことができる」（前掲書， 124ペー ジ）。
(27) 坂井昭夫，前掲論文， 83ペー ジ。
資本主義下の流通と国家(il)（加藤） （379)39 
る国家管理市場であるといってよい。このように「巨大独占資本は，国家市
場……を独占する。国家市場はきわめて安全性が高いうえ，価格決定におい
て独占資本は市場支配カ・政治力によって自己に有利な価格（独占価格）を
(28) 
設定し，国家を経由しての独占利潤収奪を行なうのである」。
ちなみに，国家市場の創出のなかで，たとえば共同で利用される社会的消
費手段や社会的生産・流通手段としての社会資本の充実は，たしかにこれに
(29) 
直接関連する資本なかんずく独占資本のために市場を提供するが，しかし他
方ではすでに都市開発や都市再開発について検討した箇所で記したように，
流通の一般的基盤をも整備し流通を促進する効果をもうみだす。それにとど
まらず，つぎのような波及効果を発揮する。たとえば，現代国家による道路
交通網の整備によって自動車がいっそう普及するが，それによって間接的に
自動車産業の市場拡大も促進される。いわば「自動車というのは，国家独占
資本主義的乗物といってよい。公共部門が道路網をつくってくれるという前
(30) 
提で生産され利用されているのである」。
ところで，国家購入すなわち国家市場はたしかに資本とくに独占資本の蓄
積を促進せしめるけれども，それが過度に大きくなった場合，一般的に資本
の拡大再生産のための元本を侵食することにもなりかねない。このような資
本蓄積にたいする阻害要因にもなりうる国家への依存なしに資本蓄積が進行
しない点に，独占資本主義一般とりわけ国家独占資本主義の矛盾の展開をみ
てとることができる。このことについて，高須賀義博氏は下記のごとくに記
している。「資本蓄積を刺激する機能をはたす……けれども， 本質的には，
国家購入の増加は，拡大再生産のフォンド（元本）を侵触することによって
のみ可能である点は，ここではっきり確駆しておく必要がある。資本蓄積に
(28) 北原勇，前掲書， 39←~397ページ。
(29) 「公共投資の生みだす国民経済的な利益は，その大きな部分がまず総資本の利
益に帰属し，次に個々の資本の競争を媒介として，最も強力な独占体に帰属す
る」（島恭彦「財政学概論」 254ページ）。
(30) 宮本憲一，前掲書， 12ペー ジ。
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対するマイナス要因を増大させないかぎり， 資本蓄積自体が進行しないの
(31) 
が，国独資の実態である」。
如上のような国家市場の形成と拡大は，国家による市場問題激化への対応
ないし介入のなかで支配的な形態をなすものであり，しかもそれは直接的介
入であるので，国家の市場管理効果はよりいっそう大きいといってよい。だ
が，国家の市場問題激化への対応の形態はこれにつきるものではなく，つぎ
のような補足的形態において，市場問題に直接あるいは間接に対応する。
国家は抑圧的機能や公共的機能を遂行するために，公務員や兵士およびか
れらの管理者を雇用し，給与を支払うが，この給与の支払いをとうして消費
財市場に間接的に関与する。この種の国家の流通への間接的な関与は自由競
争下においても当然みられたものではあるが，しかし独占段階ではそれは国
家活動の巨大化に規定されて，より強力なものになり，市場問題の激化をあ
る程度綬和せしめる役割をはたしていることはたしかであろう。しかしなが
ら，上述のような国家市場の形成や拡大の場合とことなり，この形態での国
家の市場問題激化への対応は間接的なものであるので，市場にたいするその
統制力は国家市場のそれと比較して相対的に弱いものであるのはいなめな
し‘
ま゜た，国家は社会保障による所得再分配をとうして消費財市場の拡大に間
接的に寄与するが，資本主義社会では一般にその社会保障は低・くおさえられ
(32) 
る性向をしめすので，「その市場拡大効果にはあまり多くを期待できない」。
それにとどまらず，国家はインフレ政策を採用し，通貨量をふやすことによ
って購買を側面から刺激する。すなわち， 「放置すれば発生し難い需要を，
独占価格政策の貫徹と両立しうる範囲と方法で，国家的手段にうったえて創
(33) 
出する」のである。もちろん，ここでの国家の市場拡大への介入も間接的な
(31)高須賀義博「硯代のインフレーション」新評論， 1981年． 168ペー ジ。
(32) 北原勇，前掲書， 397ペー ジ。
(33) 岡本友孝「硯代資本主義における国家の役割」大内秀明・柴垣和夫編「硯代の
国家と経済」有斐閣， 1979年， 172ペー ジ。
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ものである。
他方では，国家は企業者としても行動する。この公企業の経営において国
家は必要な生産手段を購入したり，また労働者を充用し，かれらに賃金を支
払う。生産手段の購入においては，既述の国家市場の創出と基本的に同様の
関係が生じ， 国家は生産財市場に直接的に関与し， その拡大を惹起せしめ
る。また，労賃の支払いにおいては，国家は前記の公務員などへの給与の支
払いによる間接的な市場拡大効果と同じ効果を発揮する。しかしながら，公
企業は上記のようなかたちで市場に介入するだけではなく，さらに産出した
商品やサービスの販売面においても市場に直接的にかかわるという特徴を有
する。なお，この販売面での国家の介入は，他の民間企業の販売と競合する
場合を生ぜしめるだけでなく，公共性の高い特殊な商品やサービスの販売に
よる介入であるので，一般に私的独占による市場支配におけるよりもさらに
統制色の強いものとなろう。このような公共性の高い基礎的な財やサービス
を主に産出する国営ないし公営企業を媒介とする国家の流通への介入は，自
由競争段階においてもすでに存在したが，独占段階ではそれはより強められ
たものになり，さらに私的独占と国家独占の結合がいっそう進行した国家独
占資本主義とよばれる現下では長期的にみれば，いっそう深化し広範化する
傾向をしめしている。
以上は，国家による国内市場の直接，間接の創出・拡大機能について検討
したものであるが，その結果として，国家市場なかでも軍事市場が重要な意
味をもっていることが明白なものになった。そこで，今度は国際的次元に目
を転じ，海外市場における国家の市場創出・拡大機能についてややたちいっ
て考えてみよう。
独占段階では，商品輸出にくわえて資本輸出が特徴的なものになるが，国
家は企業とくに大企業にとっての輸出市場や進出企業の市場の拡張のために
活動する。この国家による海外市場の拡大において主要な役割をえんじたの
は，当初においては軍事力の行使にもうったえながら獲得された植民地市場
であったといってよい。そもそも植民地市場とは，それまで自国の外部にあ
42(382) 第 29巻第 4 号
った外国市場を国家が強権的に獲得し，それを自国の資本とりわけ独占資本
の市場拡大や資源確保などの要求実硯のために排他的に提供した市場であ
る。すなわち「植民地市場では，独占的方法によって競争相手を排除し，供
給を確保し， 適当な『結びつき』をかためる等々のことが， よりたやすい
(34) 
（いや，ときにはここでだけそういうことが可能である）からである」。し
かも，当然のことながら，ここでの国家の市場統制は自国の民間市場にたい
する国家の統制に比して格段に強力である。この状態は資本とりわけ独占資
本にとっては高収奪を可能とするものではあるが，しかし他面植民地の住民
の利益を害することになり，その結果かれらの抵抗運動を惹起せしめずには
おかない。この抵抗運動に基本的に媒介されて，植民地はつぎつぎに解放さ
れることになるが，これは資本とりわけ独占資本にとって従前のような暴利
をむさぼるかたちでの活動ができなくなったことを意味する。それゆえ，資
本とりわけ独占資本や国家は別の新たな海外市場拡大活動を採用せざるをえ
なくなる。
たとえば，独占資本は自力でもって市場問題のいっそうの激化に新たに対
応するために国際マーケティング活動を強めるのはもちろんのこと，それに
くわえて，世界企業とよばれるような国際的独占企業のマーケティング活動
を増強せしめようとする。このように独占資本が過剰生産を処理するために
自力でおこなう海外市場の創出・拡大活動にたいしてももちろん，国家は手
厚い援助をあたえ，海外市場の創出を側面から支援する。この種の援助では
輸出奨励金等の財政的援助が中心となっているが，さらに国家は国際市場に
(35) 
かんする情報を提供したりもする。それだけではない。国家はより積極的に
みずからが発展途上国などの開発援助を担当し，これをとうして海外市場を
拡大化せしめる。「世界の非資本主義的領域（開発途上諸国およぴ社会主義
諸国）における経済発展（工業化および農業発展）を意識的・政策的に促進
(34) レー ニン著，副島種典訳「帝国主義論」大月書店， 1964年， 110ペー ジ。
(35) 宮本憲一，前掲書， 196ペー ジ。
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(36) 
することをつうじて，国独資が自己の市場を拡大する」。ちなみに， このさ
い「硯実には，自立を求める開発途上国の資源価格政策に対して軍事的威嚇
をしたり， また開発途上国の軍事化促進・開発途上国間の軍事的緊張の剌
激・促進による武器輸出を中心としての市場拡大というヨリ安易な方向がえ
(37) 
らばれがちである」。
なお，上記の方式は国家による海外市場の形成・拡大の攻勢的で積極的な
方式であるといってよいが，外国の資本やこれを支援する外国の国家の攻勢
にたいして防壁を構築し，自国の国内市場を防衛するために採用されるのが
保護関税政策である。この保護関税政策によって，市場が積極的に拡大され
ることにならないのはたしかであるが，しかしこれが採用されなければ，外
国資本によって自国内市場が蚕食されることになるであろうから，自国の国
内市場の縮減が制限されるという消極的な意味において，自国資本にとって
の国内市場はそれだけ拡大されよう。
さて，以上のごとく国家自身が巨大な買い手となる国家市場の創出を枢軸
とする国家をとうしてなされる市場拡大によって，とくに独占資本の過剰生
産がある程度吸収されることになるけれども，逆にこれによって独占価格が
安定化し巨量の独占利潤が保証され投資が誘発されるので，新たに過剰生産
を累積せしめる可能性が生じる。したがってまtと，独占資本は国家による市
場のさらなる拡大なかんずく国家市場の拡大を要請することにもなる。「過
剰資本・過剰労働力を吸収するための『高雇用』・市場造出政策のもとで独
占資本が国家市場を独占し独占利潤を取得するということは，投下先を求め
る過剰資本を新たに累増していくことになるので，たとえ『高雇用』が達成
されたとしても，独占資本は過剰資本吸収のための国家市場の拡大を強く要
(38) 
求していく」。だが， 他面において国家による市場の拡大は，国民総生産す
なわち価値総額の範囲内で可能的需要を硯実的需要に転化し市場を絶対的に
(36) 北原勇，前掲書， 406ペー ジ。
(37) 同上書， 407ペー ジ。
(38) 同上書， 399ペー ジ。
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拡大しながら，私的需要を公的需要に変換したり，あるいはそのなかでとり
わけ独占資本の市場確保を優先的に支持したりするものであるので，私的な
民間市場や非独占資本に配分される市場をそれだけ収縮せしめる。すなわ
ち， 「国家機構の経済介入は一面において市場を創出したが，他面において
は逆にこれを縮小させる作用ももっていた。それは独占価格の維持を容易に
する点は別としても，巨額の財政支出は必然的に高課税か，そうでなければ
(39) 
ィンフレーションをともなうからである」。
それだけではない。国家による需要の転換作用は，同時に需要を一定程度
規制し管理する効果をもうみだす。独占資本ももちろん市場を支配する行動
をとうして需要をある程度規制ないし管理することができるが，これによっ
て産業部門間の不均衡が拡大されるばかりか，この規制ないし管理にはおの
ずと限界がある。というのは，巨大な独占体といえども，私的所有に基礎ず
けられた無政府性という基本的枠組みから自由ではありえないし，それにく
わえて個別性の制約をうけているからである。これに反し，＇この不均衡の拡
大を是正したり，この限界を打破するために独占資本によって要請された国
家の活動は，総休としての需要を規制ないし管理する役割をえんじる。「独
占企業といえども総需要を規制することはできないし，企業の需要操縦はか
えって産業部門の不均衡をひきおこすことになる。マーケティングがやがて
(40) 
国家機構と結びつかざるをえないのもそのためである」。 このように国家に
よってなされる需要規制は，社会的規模でいわば総需要の規制としておこな
われるものであるから，たしかにこの国家の総需要規制によって需要規制は
より高いレベルからなされることになり，その結果として需要規制による市
場の計画性はより高められ，産業部門間の不均衡も一定程度是正されよう。
しかしながら，この国家にょる総需要の規制においても，私的所有に立脚す
る限界性が存在することはいうまでもないが，それにくわえて，そこには資
本とりわけ独占資本の利益を最優先的に考慮するという国家の階級性が投影
(39) 森下二次也「現代の流通機構」世界思想社， 1974年， 107ペー ジ。
(40) 同上書， 65ペー ジ。
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されているので，形式における全体性にもかかわらず，実質における個別性
が克服しきれていない。
以上において国家による市場の創出・拡大の諸形態について論じたが，そ
こで今度はこの国家を媒介とする市場問題激化への対応の方式と独占資本の
それへの自主的な対応方式としてのマーケティング活動との相互連関につい
て考えよう。
〔ハ〕 国家による市場創出とマーケティング活動
国家による市場創出・拡大によって市場問題の激化がある程度緩和せしめ
られるだけでなく，これに刺激されて投資が活発化し，逆に市場問題が累積
せしめられる側面のあることなどについてはすでにのべたとうりであるが，
それにくわえて， 「国家機構は市場の人為的創出の過程において，またその
結果として，マーケティングの諸条件そのものに影響をあたえ，そのことを
(41) 
通してマーケティングのあり方を変化」させる。 まさに， 「国家による市場
(42) 
の拡大がマーケティングの基礎になるという関係が成立してくる」のである
が，このことは逆に「マーケティング自体も何等かの変容をうけざるをえ
(43) 
な」くなることを意味する。
如上のように，国家による市場の創出・拡大がいわば構造化し，とりわけ
国家市場をめぐってマーケティング活動が本格的に展開されるようになるの
は，国家独占資本主義下のそれもとくに第2次世界大戦後であるが，それは
戦後のアメリカにおいて典型的に展開されている。この結果として，マーケ
ティング活動に戦後的特質が付与されることになるが，森下氏はそれを 3点
にまとめられている。「第一に， 国家による創出市場が，一方で強い投資誘
因となり，他方ではいわゆる管理価格の安定的支柱となることによって，戦
後の競争を技術革新の競争たらしめ，それによって間接的にではあるが硯代
マーケティングに顕著な特性を与えている。••…•第二に，•…••かつてはマー
(41) 森下二次也，前掲論文， 165ペー ジ。
(42) (43) 同上論文， 168ペー ジ。
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ケティングによって統制不可能であったいくつかの条件を，全体として統制
し安定させることによって，マーケティング活動の計画化，組織化に役立っ
ているという事実であろう。…•••もちろん，戦後におけるマーケティングの
諸条件の安定化，統制可能化，それに基づくマーケティングの態様の変貌，
その理論的アプローチの推移を，一途に国家的市場創出との関連に帰すると
すれば，それは誤りを犯すことになるであろう。諸条件の安定化，統制可能
化には独占資本自体の支配力の強化が強くはたらいているし，マーケティン
グの計画化には経営管理技術の長足の進歩が貢献している。しかしいうまで
もなく，それを諮めることは，そこでの国家的市場創出の役割の重要さを否
定することにはならない。第三に，マーケティングと国家的市場創出との結
合は，マーケティングにたいする立法措置のあり方を変える。この実質的な
(44) 
結合は，いくつかの立法を空文化させる」。
上記のように，国家とマーケティングの結合が強まれば，この結果一面で
は独占の支配力が補強され，経済の計画性，組織性がおしすすめられるが，
他面では独占の寄性性と腐朽性が増大し，独占の活力が弱化せしめられ，独
占と非独占や人民との対立が大きくなろう。換言すれば，資本主義の基本的
矛盾が深化せしめられるのであるが， この点にも留意されなければならな
い。それだけではない。国家とマーケティングとの結合の強化によって先鋭
化する資本主義の基本的矛盾は，独占資本に対抗する諸勢力を不可避的に強
めることにもなろう。
ともあれ，国家による市場の創出・拡大は独占資本のおこなうマーケティ
ング活動にたいして上述のような作用をおよぽすのであるが，このなかでマ
ーケティング活動への法的規制などの国家的干渉については，本稿(N)であ
らためてのべよう。そのまえに逆に，国家による市場の創出・拡大において
中心的な役割をはたす国家市場にたいする働きかけとしての独占資本の販売
努力すなわちマーケティングについて，そのなかで最重要な市場としての軍
事市場をめぐるそれを例にとりながら若干の分析をこころみることにしよ
(44) 同上論文， 169~170ペー ジ。
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う。巨大な軍事市場の存在が軍事マーケティング展開の基礎的条件をなすの
はいうまでもないことであるが， それにくわえて， 「この市場が比較的長期
にわたって安定す:るという見通しが必要である。というのは，軍事生産には
(45) 
巨大な固定資本が必要だからである」。 ところが， このような膨大な軍事市
場も独占企業の軍事生産力に比して過少であり，慢性的に膨大な遊休設備を
(46) 
かかえている。このことから容易に推察できるように，その結果，独占企業
間の受注競争は激しさを埴し，それだけ軍事マーケティングは活発化する。
さて，この軍事マーケティングは民間市場をめぐって展開される非軍事マ
ーケティングと基本的に同じように，独占企業間の市場争奪競争としておこ
なわれ， しかもその結果として市場を拡大させることにもなるが，しかし非
軍事マーケティングと比較して種々の特質をもっている。それは，既述の軍
事市場の特質やつぎにみるそこでの取引方式上の特徴に基礎づけられてい
る。主に，軍事取引は国家による発注と軍事企業の受注により成立するが，
たとえば，戦後のアメリカにおいて「国防契約のうち公開入札によって受注
者が決められるものは今や契約総額の1割にも届かない有り様なのであっ
て，圧倒的部分は指名•…••ないし指名入札•…••によっている。……公開入札
の低調さは， しばしば指摘される通り， 『軍事市場の特性』と関係がある。
とくに留意すべきは，新兵器の開発•生産が戦力向上の決定的要因とみなさ
れるもとではコストよりも兵器性能の方が重大な関心事にならざるをえなか
(47) 
った，という点である」。 このように軍事用品の買い手としての国家と売り
手としての軍事企業との直接取引という方式のもとでむすばれる国防契約の
圧倒的部分は指名や指名入札であり，実際には国防省と個別企業1社ないし
数社との直接交渉いわゆる談合によってなされる場合が多い。しかも，高性
能の兵器製造能力をもつ少数の巨大軍事企業に国防契約の主要な部分が集中
(45) 森下二次也，前掲書， 112ペー ジ。
(46) 「航空機産業の操業率は50％台，軍事産業全休では設備の30％が遊休状態にあ
る」（坂井昭夫，前掲論文， 97ペー ジ）といわれているー 。
(47) 同上論文， 75~76ペー ジ。
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(48) 
する傾向をしめしているが，このことはさらに軍事機密の保持をより容易に
するものでもある。それゆえ，ここでは軍事機密という厚いペールにおおわ
れているうえに，ここに参入する企業数が限定されているということもあっ
(49) 
て， 極度に「競争が制限され」ているばかりか， なおのこる軍事独占間の
(50) 
「競争はきわめて陰湿な形をとる」のである。
上記のような軍事取引上の一般的特徴に基本的に規定されながら展開され
る軍事独占のマーケティング努力すなわち軍事マーケティングは，下記にみ
(51) 
るような諸特質を有するにいたっている。
第1に，軍事独占の製品政策面にかんしていえば，すでに記述したように
殺裁・破捩能力を最優先するという武器の固有の性質上，この分野の生産の
中枢に位置することができるのは高い技術を擁する少数の巨大な軍事独占で
． あるといえようが，この軍事独占は兵器製品の殺害能力の向上をめぐって激
しい競争をくりひろげる。ここでの競争は軍事機密のペールにさえぎられ，
わかりにくいが，軍事独占は国家の研究開発費にささえられ，まったく新し
い製品を開発•生産したり，また膨大な固定設備を可能なかぎり利用しつく
(48) 同上論文， 69~74ペー ジ。
(49) 保田芳昭「マーケティング論研究序説」ミネルヴァ書房， 1976年， 228ペー ジ。
(50) 森下二次也，前掲書， 113ペー ジ。 • 
(51) E.T.グレサーは，軍事マーケティングの特色について，下記のようにとらえ
られている。「国防関係の調達については， まさにその特殊な性格のために通常
の政府購入とは別のアプローチがとられることとなる。その理由の一端は，まっ
たく新兵器および新兵器システムの生産には研究開発がきわめて重要となるから
である。……連邦の軍調達担当者とその供給業者との関係は，市場関係とはいえ
ない性格のものたることは確かである……。・・・・・・しかしもう一点，普通の平時の
政府調達，とくに非市場的国防調達との関連で述べておくべきと思われることが
ある。対政府マーケティングとくに国防目的の軍に対するマーケティングは，通
常の家庭消費者あるいは専門的な私的産業購買者に対するマーケティングとは別
世界である。…•••国防セククーでは，その調達は技術者や極く少数の退役軍人に
よって左右される傾向があり，彼らの多くは，私的な市場での売買経験をほとん
ど，あるいはまったくもたない連中なのである」 (E.T.Grether, op. cit., pp. 
17-18.前掲訳， 37~39ペー ジ）。
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すためにも現製品に若干の改良をほどこしたりして，他企業とのあいだで差
別的有利性をうちたてようとする。このために，軍事独占は国内においては
もとより，国際的レベルにおいても兵器情報を収集し，最先端の兵器を開発
しようと努力するのはいうまでもないが，さらに国家が将来採用する予定の
新しい兵器体系にかんする情報をいちはやく収集しようとさえする。それだ
けではない。国家と軍事独占との結合が強くなればなるほど，逆に軍事独占
の兵器製造の技術水準や硯行の固定資本の使用状況などにあわせて，国家の
(52) 
軍事力体系が構築される場合すら発生する。ともあれ，軍事の領域では，相
互に相手国の軍事状況に対応して軍事戦略が策定されるのが一般的であるが
ゆえに，軍事力における技術革新は不断におこなわれ，人類の死滅にもつう
じかねないきわめて不生産的な軍拡競争が民生用の生産を犠牲にしながら，
今なお際限なくつづいている。この悪循環的軍拡競争から解放されないかぎ
り，軍事用品なかでも最先端技術で装備されている重要な軍艦や港水艦やミ
サイルや爆撃機などの運搬・破壊手段とそれを背後で誘導するレーダーシス
テム等々の殺裁をめぐる軍事技術革新競争のために，軍事独占企業は不断に
努力することを今後も強制されつづけることになろう。もちろん，そのさい
に軍事大企業にたいしては，前記のように国家によって相互間の利害が調整
されながら支援がなされるだろうけれども，さらにたとえば軍事大企業が重
大な経営危機におちいった場合にも国家の安全保障に大きな影善をおよぼす
という理由から，国家はその企業を全面的に援助することさえ平然とやって
(53) 
のけるであろう。軍事という国家の存亡にかかわる最重要事項をとうして，
軍事独占体と国家機構とのいわば運命共同体的な不可分離の結合閲係が構築
されている。ともあれ，以上のことは軍事独占企業の製品政策のうちとくに
先端兵器部分にかんして端的にあらわれている。というのは，ここでは耐久
消費財における新製品開発や機械設備等の技術革新より以上に厳しい要求が
(52) 坂井昭夫，前掲論文， 93~94ペー ジ。
(53) ロッキード社の経営危機にたいするアメリカ政府あげての救済援助が典型的事
例であろう（坂井昭夫，同上論文， 82ペー ジ）。
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軍拡競争によって不断に課せられているからである。ところが，他方通常兵
器部分においては， 基本的な性能面の開発はほとんどしつくされているの
で，軍事独占が性能面で大きな差異をうちだすことはかなりむつかしい状況
にあるといってよい。しかも，この分野では兵器の性格上，耐久消費財に典
型的にみられるように表面的に改良をほどこしたり，あるいはプランドを強
調したりして差別的有利性をうちだすことが困難であるので，軍事独占企業
はマーケティング政策の力点を別の方式， たとえば販売促進活動などに移
し，主としてそれにたよって国家に売りこもうとする。
第2に，軍事独占資本の価格政策面にかんしていえば，ほとんどの軍事用
品の価格は軍事独占資本の利潤追求の立場からだけではなく，殺害・破壊性
能を最重要視するという兵器を軸とした軍事用品の特性をも考慮する立場か
ら，非軍事用品にかんする独占価格設定におけるように独占間の協調によっ
て設定されるのではなく，軍事独占と国家の協議によって高水準に設定され
る。それだけではない。既述のように，かりにコストが大きくなり，契約時
の予定コストをうわまわるコスト上昇が生じた場合でも，国家はそのコスト
を補填し，さらに一定の利潤をも保証してやるのである。すなわち，軍事独
占の価格政策面での特徴は，民需独占のそれとちがって，国家が軍事独占に
協力して独占的高価格の設定に参画するばかりか，さらにその価格維持の下
支えもおこない，それをとうして軍事独占に独占的高利潤の取得を保証する
というように，国家のこれへの深い介入と手厚い援助にあるといってよい。
第3に，軍事独占資本の経路政策いいかえれば受注経路の選択活動につい
てみれば，国内では国家と軍事メーカーとの直接取引すなわち軍事メーカー
の国家への直接販売という経路の採用が一般的である。軍事用品は単一の買
い手としての国家の注文にしたがって生産されるものであるから，民生用の
消費財の場合とことなり，元来的に多段階に分かれる複雑な経路を必要とし
なかったといってよい。．ところが，海外への販売においては，軍事独占企業
は自前の販売装置だけではなく，場合によっては相手国の大規模商業企業を
も利用するのである。
資本主義下の流通と国家(II)（加藤） (391)51 
第4に，軍事独占企業の販売促進活動についてのべよう。これは具体的に
は，主としてセールスマンによる軍事用品の注文獲得活動として展開され
る。セールスマンによる性能の説明活動はあっても，民生用の消費財でなさ
れるような広範な広告・宣伝活動はなされない。 ともあれ， この種の活動
は，公的な国家機関が相手であるので，表面的にはきわめて厳正におこなわ
れているようにみえる。 ところが， その販売促進活動の内実はそうではな
く，腐敗にみち，しかも軍事機密にかかわることでもあるので，きわめて陰
湿なかたちでおこなわれている。ここでは，退官した高級の官僚や退役した
(54) 
将官等がセー）レスマンとして雇用され，かっての政府部内や軍隊内での地位
が売りこみのため最大限に利用されているのにとどまらず，金銭による賄賂
(55) 
が横行し，金髪美女の提供さえなされているといわれている。それだけでは
ない。国際軍事市場においては，軍事独占資本に雇用されたセールスマンに
くわえて，国家もセールスマンの役割をひきうけ，武器輸出のための販売促
進活動を側面から援助している。 たとえば， 「アメリカ国防総省は，武器輸
出に勝つための賄賂哭励の手引書を配布しているし，政府首脳とその機関で
さえ，武器輸出という海外軍需市場の拡大・争奪・支配の，要するにミリタ
(56) 
リー・マーケティングのセールスマンの役割を演ずる」。
(54) たとえば，「1971~79年に，大佐以上の将校1,455人，国防省文官でそれと同等
の階級にあった者335人が国防契約業者によって雇用された」（坂井昭夫，同上論
文， 93ペー ジ）。
(55) 保田芳昭，前掲書， 239ペー ジ。
(56) 同上書， 253ペー ジ。
